
合併等による沖縄県建設工事入札参加資格の特例措置基準の概要について

○特例措置の目的

・建設会社の組織再編を促し、経営基盤の強化及び技術力の向上を図ることを目的と

する。

○特例措置の対象

・建設業者格付名簿に登録された者で、かつ沖縄県内に本店を有する者が合併、営業

譲渡、分割いずれかを行った場合に特例措置の対象となる。

○特例措置の対象業種

・土木一式工事、建築一式工事、電気工事、管工事及びほ装工事(格付５業種)

○特例措置の概要

・総合点数(経営事項審査の総合評定値＋県独自評価点）に 100分の 105を乗じて得た
点数（５％の点数上乗せ）とし、その点数により格付を行う。

○特例措置の申請期間

・合併等の事実が発生した日（合併等期日）から起算して３年以内

○特例措置の有効期間

①「入札参加適格合格通知書」の交付日より、合併等の事実が発生した日から起算し

て３年までとする。

②但し、合併等期日後３年を経過した時点で、特例措置により格付された建設業者格

付名簿の有効期間が残存している場合は、当該残存期間についても特例措置による

格付を有効とする。

特例措置の有効期間（①＋②）
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